（債）令和６年度
東松島市庶務事務システム更新業務
仕様書
令和６年９月
東松島市
１　業務の概要
（１）業務名及び業務場所
業務名　（債）令和６年度東松島市庶務事務システム更新業務
業務場所　東松島市役所内

（２）業務の目的

　　現行の東松島市庶務事務システムが令和７年３月に利用ソフトウェア及びハードウェアのサポートが終了することから、本システムの更新を行うもの。
　　なお、システム更新にあたっては、既存の財務会計システム及び人事給与システムとの連携を維持するとともに、システムを利用することにより業務担当者の負担軽減及び業務の最適化を図ることを目的とする。
（３）業務の基本方針
　　システム更新にあたって求める基本的な方針は以下のとおりとする。
　ア　導入実績及び稼働実績を有しているパッケージシステムを採用する。

　イ　事業者にて十分な体制が確保され、システム稼動後のサポートが十分に受けられること。

　ウ　システムの保守は、セキュリティ及び運用面の観点から事業者及び協力事業者にて完結すること。

　エ　バージョンアップや法改正等を考慮し、拡張性を維持するため、ノンカスタマイズでのパッケージシステムの導入を原則とする。ただし、カスタマイズを実施する場合は、必要最小限にとどめる工夫等が実施されていることを条件とする。また、現時点で見込める法改正や制度改正については、別途費用徴収せず、見積の範囲内で対応すること。

　オ　職員の業務効率化が期待できる機能及びシステム構成が実装されていることが望ましい。

　カ　職員からの問い合わせに際し、本市の状況等を理解しながら、システムの利用方法や運用を支援するとともに、場合によっては現地での支援等も行うこと。
（４）本業務の範囲
ア　本業務で必要なシステムの主な機能は次のとおりとする。そのほか、提案できる業務の効率化に資する機能があれば提案すること。(機能の詳細は、機能要件一覧（様式８号）を参照。) 

	項番
	機能名称（参考）
	概要

	１
	出退勤管理
	出退勤登録、出勤簿管理、勤務予定管理

	２
	休暇・休業管理
	休暇届・承認、休暇取得状況参照、年次休暇繰越

	３
	時間外等管理
	時間外等勤務申請、週休日等振替申請、時間外代休申請

	４
	年末調整申告
	保険料控除申請書、扶養控除申請書

	５
	電子明細機能
	給与明細照会・印刷、期末勤勉手当明細照会・印刷、
源泉徴収票照会・印刷

	６
	電子決裁機能
	職員の各種届等が電子申請でき、管理職が承認・決裁できる電子決裁機能


イ　システム構築（要件定義、設計、開発、移行、テスト、導入）
ウ　ハードウェア導入（設置するハードウェアの選定、調達、設置、初期設定）
・導入サーバは、本市のシステム導入範囲や実績を踏まえ、スムーズな運用が実現できるようにすること。
・サーバの設置場所は、矢本庁舎サーバ室とする。
・その他、必要となるハードウェアについては、適宜追加を行い、見積に含めるとともに明確に記載すること。

エ　ネットワーク導入・運用
　　現行システムにおいて使用しているネットワーク（ハブ、スイッチ、配線等）を使用することを基本とする。
オ　システム運用・保守
　　・各種バージョンアップ・パッチ適用に伴う動作検証、職員研修を含む。
カ　操作問合せ対応
　　・操作マニュアルの整備等を含む。

（５）業務の契約期間

　　契約締結日の翌日から令和１２年３月３１日までとする。
　　なお、履行期間内における構築期間及び運用・保守期間は以下のとおりとする。
　ア　システム構築期間
　　　契約締結日の翌日から令和７年３月３１日まで

　イ　運用・保守期間
　　　令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで
（６）スケジュール

　　スケジュール策定にあたっての留意事項は以下のとおりとする。
　ア　契約締結後、研修までのスケジュール案を明記すること。
　イ　工程及び作業名ごとに、本市との役割分担を明確にすること。
　ウ　工程におけるマイルストーンを明記するとともに、工程の名称・期間・目的・管理
項目、定例報告及びレビューの予定も明記すること。
　エ　ソフトウェア・ハードウェア導入時期、テスト期間、研修テスト、ユーザー教育等
について、その時期を明記すること。

　オ　納品物の納入時期を明記すること。
２　本業務の要件等
（１）システムの要件概要
　　・ノンカスタマイズのパッケージシステムの導入することを前提する。
　　・LGWAN接続系の庁舎内ネットワークで稼働するものとし、運用形態は矢本庁舎内にサーバを設置するオンプレミス形式とする。
（２）成果品及び納品場所
　　受託者となった場合は、契約締結後に当該仕様書「７ 成果物」に定める成果品等の必要なドキュメント等を作成し納品すること。なお、納入期限は本市及び受託者の双方が協議の上決定する。また、必要と認める場合は、適宜追加作成のうえ納品すること。
（３）システム利用形態
　ア　想定システム利用端末数は４５０台とする。
　イ　Webブラウザで動作するWebシステムであること。利用ブラウザは、Microsoft Edge又はGoogle Chromeとする。

　ウ　クライアント環境にはアプリケーション専用のソフトウェアをインストールしなくても動作すること。ただし、実行環境として.NET Frameworkの使用は可とする。

（４）システム構築形態
　ア　パッケージシステム適用を原則とする。
　イ　本市独自のカスタマイズは極力行わず、代替できる機能・運用方法での対応を優先する。
（５）機能要件
　　本市がシステムに求める機能概要は、機能要件一覧（様式第８号）のとおりである。

（６）連携仕様
　　庶務事務システムと既存の人事給与システムでは下記連携を行うこと。
　ア　庶務事務システムの勤務時間、時間外等データを人事給与システムと連携すること。
イ　人事給与システムの給与明細データを庶務事務システムへ取り込むこと。
（７）構成要件
　ア　サーバ
　　・安定的かつ効率的な運用を可能とする、十分な性能と容量を有する機器構成とすること。

・データ消失を防ぐために冗長化構成とし、RAID5又はRAID6に相当する機能を有すること。
　イ　クライアント
　　・庁内LANに接続された現行の端末及びプリンタを利用すること。現行端末については、システムを稼働させるパソコンの主な仕様は下記の通りとする。
　　　【現行の端末】

	№
	項目
	クライアント端末の仕様

	１
	オペレーティングシステム
	Windows 11 Pro(64bit)

	２
	インターネットブラウザ
	Microsoft Edge,Google Chrome

	３
	ウイルス対策ソフト
	Trend Micro Apex One

	４
	オフィスソフト
	Microsoft Office Standard 2016

	５
	ＰＤＦビューア
	Adobe Acrobat Reader DC

	６
	メモリ
	ノート型／8GB

デスクトップ型／16GB/DDR4 SDRAM

	７
	ストレージ
	ノート型／256GB SSD
デスクトップ型／512GB SSD

	８
	ＣＰＵ
	ノート型／
インテル® Core™i5-1335U プロセッサー
デスクトップ型／
インテル® Core™i5-14500 プロセッサー以上


・令和６年度中に端末の入替により上記仕様となる見込み。デスクトップ型は１５台
程度導入予定。それ以外はノート型ＰＣを導入予定。
・一台のクライアントに、すべてのシステムが共存できること。システム毎にクライアントを設置することは想定しない。
　ウ　ソフトウェア
　　・システムを利用する上で必須となるソフトウェアは全て見込むこと。
・データバックアップ、サーバ機器のウイルス対策等に必要なソフトウェアを見積に含めること。
（８）セキュリティ要件
　ア　操作履歴
　　・システムの操作履歴を記録することができ、必要な場合には参照できること。
　イ　データバックアップ
　　・サーバのデータバックアップを1日に1回行い、システム障害が発生した場合でも、バックアップ取得時の状態に復旧できること。

　ウ　ウイルス対策
　　・サーバを対象とし、ウイルスを検知できるように対策すること。
３　システム構築
（１）プロジェクト管理
ア　本市と十分に認識を合わせた上で、プロジェクト実施計画書を作成し、本市の承認を得ること。
イ　プロジェクト実施計画に基づき、システム構築を行うこと。
ウ　作業の進捗確認、問題点の共有化のため、定例的に会議を開催すること。
（２）構築体制

プロジェクトマネージャーはプロジェクト全体を統括し、本事業における交渉や作業の管理を行うこと。
４　システム移行
（１）システム移行計画
ア　業務特性を考慮し、業務毎に適切な稼働時期を示すこと。
イ　必要に応じて、仮稼働時期を設定すること。
（２）データ移行
　ア　現行システムのデータは、必要な情報を職員が抽出し保管することを想定している
ため、現行システムからのデータ移行は行わない。
５　運用・保守
（１）運用保守体制
ア　メンテナンス作業時を除き、基本的に２４時間３６５日利用できることが望ましい。（営業時間外（夜間・休日・祝日）の運用保守対応を求めるものではない）
イ　ソフトウェア・ハードウェアを問わず、迅速に対応するための体制を確保すること。
ウ　本市に来訪することなく、遠隔操作による運用保守が可能となる体制を確保すること。
エ　障害発生時は、直ちに障害原因の切り分けを実施すること。
（２）制度改正や機能改善への対応

ア　保守期間中の法改正や制度改正等への対応は、大規模なものを除いて通常保守の範囲内とすること。ただし大規模な改正等については、別途協議の上、対応すること。
イ　複数自治体が利用するパッケージシステムの採用を前提とするため、システムが機能改善した場合には、保守の範囲として定期的に本市システムへも反映させること。
６　職員研修
（１）システム更新が円滑に実施できるように、適切な職員研修を計画すること。
（２）研修は、人事給与担当職員向け、管理職員向けに分けて行うこと。研修対象者
想定人数は４０名とする。
（３）研修が円滑に進むように、研修資料や操作マニュアルを用意すること。

（４）一般職員は操作マニュアル配布のみの想定とする。
（５）研修に必要な電算機器等については、別途協議の上対応すること。
７　成果物

（１）システム一式
（２）プロジェクト実施計画書
（３）打合せ議事録、課題管理一覧表
（４）カスタマイズ設計書、テスト結果報告書（カスタマイズを実施する場合）
（５）研修資料、操作マニュアル等

（６）運用マニュアル
※すべての納品物について、納品形態及び数量は、「紙 各1部」及びすべての納品物をデータとして格納した「光学メディア（DVD-R等）1部（１枚の光学メディアに格納できない容量の場合は複数枚）」とする。

８　その他
（１）仕様書に記載のない事項は、本市と事業者が協議し決定の上、対応すること。
（２）仕様書の記載内容に疑義が生じた場合は、本市と事業者が協議の上、対応するこ
と。
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